







































協定などのほか、売買契約（1928 年 CIF 売買に関するワルソー条約・1932 年ワルソ－オックス
フォード条約・1964 年国際物品売買についての統一法に関する条約ULIS･1964 年国際物品売買契約
の成立についての統一に関する条約ULFIS･1972 年ハーグ統一売買条約）・契約条件（1936 年インコ
タームズ）・運送（1924 年ハーグルール・1968 年ハーグビスビールルール・1978 年ハンブルグルー
ル・1929 年ワルソー条約・1955 年ハーグ議定書ー改正ワルソー条約・1975 年モントリオール議定
書ー再改正ワルソー条約）・決済（1930 年手形法統一条約・1931 年小切手法統一条約・1933 年信用













一に関する条約（1999 年モントリオール条約）・海上運送状に関するCMI 統一規則（1990 年）・
電子式船荷証券のためのCMI 規則（1990 年）・
＊国際支払いに係わるルール：
国連統一手形法条約（1987 年）・国際ファクタリングに関する条約（オタワ条約 1988 年






（1985 年）・消費者売買の準拠法に関する条約（1980 年）・UNCITRAL 調停規則（1980 年）・国
際的調停に関する手続き（1995 年）・調停規則（1998 年）・UNCITRAL 国際商事調停モデル法







































この第 1条 1項（b）号並びに第 95 条が採用された経緯15 は、条約採択時の各国の事情により、本条
約と一部の国の既存の国際商事法（国内法）との整合性の問題の調整が必要となることでこの b号
を削除するようとの要求の折衷案として第 95 条による留保宣言が認められたことにある。






























視覚から～」［下］『国際商事法務』第 20 巻第 9号（1992）1091 頁。
「日本として、批准をなすべきかどうかは、純粋に法律学的分析のみから、しなくてもよいと私
見は結論する。（中断）更に適用関係を不明確にする 1条 1項（b）について 95 条の留保をしたう
えで、日本が批准することは、十分に考慮に値しよう。」


































①準拠法国が締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
②準拠法国が留保国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
③準拠法国が非締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
（B）裁判地が留保国にある場合：
①準拠法国が締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
②準拠法国が留保国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
③準拠法国が非締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
（C）裁判地が非締約国にある場合：
①準拠法国が締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
②準拠法国が留保国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
③準拠法国が非締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
上述したとおり今回の我が国の本条約への第 95 条非適用（留保なし）での加盟により、我が国企
業を一方の当事者としての国際売買契約のケースでは、（c）留保国 vs 留保国並びに（f）非締約国 vs
非締約国の組合せが考えられず、合計 36 通りの場合となる。
更に、（e）留保国 vs 非締約国についても、我が国にとり第三国取引でない限り除外され、21 通り
の組合せとなる23。
その組合せで、CISGが適用されるか否かについては、次のような結論が出せると思う。








＊日本は締結国で且つ留保国でないため、（c）留保国 vs 留保国・（e）留保国 vs 非締約国・（f）非締
約国 vs 非締約国のケースは日本企業の海外子会社と第三国貿易取引の場合を除きあり得ない。














































































































































































































































































































































































































































1 ボイラプレート条項の呼称については、道垣内正人『NBL』870 号（2007）11 頁参照。
2 国際ビジネス法フォーラム（2007 年 9 月 18 日）パネル・ディスカッション『JCAジャーナル』第 55 巻 3 号
39 頁以下参照。
3 最近の新聞報道でも製造業の 2008 年度海外売上高が過去最高の 50％にせまる（2008 年 6 月 6 日付け日経記
事参照）ほか、非製造業の海外進出も 2007 年度にはその対外直接投資額は前年比 35％増と加速し（2008 年
8 月 11 日付け日経記事参照）、内需型企業の海外シフト化が進んできた。その結果我が国企業の海外現地法
人からの配当や利子など対外直接投資であげた収益額が 2007 年度には初めて 5兆円を突破するなど日本企
業の海外収益の増加も見られる（2008 年 7 月 21 日付け日経記事参照）。
4 所謂「企業内貿易」というものは 2002 年データで言って、輸出で 60％を超過し、輸入でも 60％近くを占
め、これが製造業のみに限定すると輸出で 75％近くの数値が見られる。（以上、藤吉修忠「企業内貿易の発









9 第 169 回衆議院外務委員会議事録参照。









11 平成 20 年 7 月 2 日付け外務省プレスリリース「国際物品売買契約に関する国際連合条約の加入書の寄託に
ついて」では、95 条留保宣言については触れられておらず、恐らく国会での審議でも議論にならなかったこ
とで留保なしでの加入が当然と事として寄託手続きが行われたものと思う。尚、曽野・中村・舟橋「ウイー











の適用範囲－1条 1項 b号の問題を中心として－」『論点解説国際取引法』法律文化社（2002）40 頁以下。
高桑昭『国際商取引法』有斐閣（2003）46 頁以下。木棚照一編著『国際取引法』成文堂（2006）27 頁以下。
大塚章男『事例で解く国際取引訴訟』日本評論社（2007）113 頁以下。斎藤彰・高杉直「契約担当者のため
のウイーン売買条約（CISG）入門」『JCAジャーナル』第 55 巻 3 号（2008）24 頁以下。P. Winship「The
United Nations Convention on Contracts for the International Sale of Goods, Mathew Bender（1984）」“ The
Scope of the Vienna Convention on International Sales Contracts” p3-. C. Bernsconi「46Netherlands International
Law Review（1999）」“ The Personal and Territorial Scope of the Vienna Convention on Contracts for the
International Sale of Goods（Article 1）” p156-. J. O. Honnold「Uniform Law for Internationa Sales under the 1980
United Ntions Convention, 3rd ed.（1999）Kluwer Law International」“ Article 1 Basic Rules on Applicability :
Internationality to Contracting State” p38-.













19 前掲吉野・安達・曽野『判例タイムズ』739 号での Peter Schlechtriem 教授との対談中の 19 頁以下参照。
20 道田信一郎「国際物品売買契約と国連会議（1）－（8完）」『ジュリスト』661－669 号（1978）参照。
21 P.Winsh によれば前掲論文（注 11）で「95 条宣言国は締約国であり続けるのか？裁判所はその他の抵触法ルー
ルが導く締約国によって承認された国際私法ルールを考慮に入れるべきか？」についての二つの疑問を投げ
かけ、その中で「95 条宣言をした方がしない場合より自国法適用の機会が多い」との説明をしている。また、
C.Bersconi も前掲論文（注 11）の中で「20 年経過しても 95 条のゆえに不確実性の問題が残っている」（156
頁）とか「1条 1項 b号と 95 条の相互作用で国際売買取引での適用法の決定に困難な問題が生じている」（164
頁）とコメントしている。更に、J. O. Honnold も前掲論文（注 11）において「95 条宣言により自国法がCISG
より適用チャンスが多い」（38 頁）と述べている。










前掲Peter Winship “ The Scope of the Vienna Convention on International Sales Contracts” Appenddix Application
of CISG Art.1（1）（b）では、99 条に則り CISG が適用されること及び両当事者がCISG の排除に不同意である
との前提で、（A）（2）裁判地が締約国で準拠法国が留保国、（B）（1）裁判地が留保国で準拠法国が締約国、（C）（1）
裁判地が非締約国で準拠法国が締約国である場合CISG の適用可否に問題が残るとする。
また、前掲Christophe Bernasconi “ The Personal and Territorial Scope of Vienna Convention on Contracts for






裁判地 準拠法国 （a） （b） （d）
（A） ① ○ ○ ○
（A） ② ○ ○ ？
（A） ③ ○ ○ ×
（B） ① ○ ○ ？
（B） ③ ○ ○ ×
24 私法判例リマークス 2001（上）『国際私法』147 頁以下参照。
25 平成 9年（ワ）1962 号『判例タイムズ』997 号 286 頁以下。
26 平成 10 年（ネ）1954 号『判例タイムズ』1700 号 41 頁以下。
27 これらの CLOUT判例はいずれもUNCITRAL のホームペイジCLOUTcases 並びにGeneralAssembly よりの
資料による。
28 契約当時 CISG はイタリーでは実施されていたが、スエーデンでは未加入であったので不適用となった。1条





















32 斎藤彰「ウイーン売買条約と契約実務－その実践的な役割を批判的に考察する－」『神戸法学雑誌』57 巻 3
号（2007）123-124 頁。「このようにCISG1 条 1 項（b）は、従来の国際私法との関係においてそれ自体として
何を意図しているのかわからない規定である。」同斎藤彰「CISG からユニドロワ国際商事契約原則へ－国際
的な契約法の調和に向けて－」絹巻・斎藤『国際契約ルールの誕生』同文館（2006）233 頁。





























35 前掲伏見和史「CISG の物品輸出契約書への影響」132 頁以下参照。










37 最近本条約批准の際の国会審議（平成 20 年 2 月 13 日法制審議会第 155 回会議における本条約の概要及び本
条約締結の方針についての報告書第 57 号資料参照）では、95 条留保に関しては触れられていない。
38 例えば、本条約成立に大きな役割を果たしたPeter Schlechtriem教授の我が国での講演では次のような発言が
みられ、当時としては日本政府にも留保支持説があったかもしれない。「私の知る限りでは、日本の法務省
においても、この留保を利用し第 1条第 1項 b号を採用しないことが考慮に入れられている。（中断）もし、
日本が批准はするものの、同様にCISG 第 95 条の留保を利用すると仮定するならば、中国－日本間の売買契




的諸問題－」『姫路法学』第 27・28 合併号（1999）284 頁。
平安女学院大学研究年報 第 9号 2008
－ 21 －
CISG and its Jurisdiction Clause Specially Concerning
Articles 1（1）（b）and 95
Hiroyuki NISHIGUCHI
As a result of the recent globalization of the economic activities in our country, various rules for the
international business transaction have been put in effect and CISG is one such rule.
CISG was formed in 1988 as a rule for international sales of goods which recently Japan has ratified
and may affect Japanese international business in the future.
One of the greatest concern is towards the jurisdiction clause of the contract in relation to Article 1（1）（b）
and 95 of CISG.
This paper will analyze various law cases in CLOUT concentrating on Article 1（1）（b）of CISG and
point out some issues to be reconsidered in the future, especially for the jurisdiction clause of the
contract.
西口 博之
－ 22 －
